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環 境 経 営 方 針

基本理念

「私たちは豊かな自然環境の保全に努め、自然と共存する」

方針

当社の基本理念に基づき地球環境との共生を図るべく、表面処理

加工を主とする事業活動を通じて環境活動に取り組むことにより、

環境調和型企業を目指します。

1. 事業活動を通じて環境に与えている影響を捉え、技術的、経済的に

可能な範囲で環境経営目標を定め、全社員が参加して、環境経営の

継続的改善に努めます。

2. 環境関連法規を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

3. 具体的取り組み内容

①二酸化炭素排出量の削減（重油、灯油、電力使用量の削減）

②廃棄物の削減

③水使用量の削減

④水質汚濁防止法の遵守（法規制値内の維持）

⑤化学物質使用量の維持管理

⑥環境配慮型製品の拡大と情報提供

4. 全社員に環境経営方針の理解と意識の向上を図り、達成を目指します。

環境経営方針は、顧客、供給者および社外へ必要に応じて公開します。

2018 年 5 月 21 日

伊那金属工業株式会社

代表取締役 平澤 泰斗
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組織の概要

(1) 事業者名 伊那金属工業株式会社

創立 1965 年（昭和 40 年）

(2) 代表者 代表取締役 平澤 泰斗

(3) 所在地 〒399-4431 長野県伊那市西春近 5212

(4) 事業内容 自動車部品、建築部品、装置部品、スチール家具部品への

硬質アルマイト処理、亜鉛めっき

(5) 事業規模（2021 年 4 月 1 日現在）

従業員数 11 名

延べ床面積 2000 m2

(6) 環境管理責任者及び担当者

環境管理責任者 取締役副社長 平澤 泰忠（担当兼務）

(7) 連絡先 TEL ：0265-72-4107

FAX ：0265-72-4108

E-mail：info@inakinzoku.co.jp

対象範囲

本社工場

• 製造部門（アルマイトライン・亜鉛めっきライン）

• 検査部門（検査室）

• 総務部門（事務所・会議室）

本社・工場外観
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環境経営目標

目標項目
付加価値＝売上高－(電気料＋燃料費＋薬品購入費)

2016～17 年度

基準値

2020 年度

目標

2022 年度

中期目標

① 二酸化炭素排出量の削減 ※1

(kg-CO2/付加価値１万円)

45.2
[電力由来] 20.3

[燃料由来] 24.9

38.4
(-15%)

33.9
(-25%)

② 廃棄物排出量の削減 ※2

(kg/付加価値１万円)
2.04

2.02
(-1.0%)

2.00
(-2.0%)

③ 水使用量の削減 ※3

(m3/付加価値１万円)
3.15

3.09
(-2.0%)

3.05
(-3.0%)

④ 水質汚濁防止法の遵守 ※4

１）排水のｐH 6.5 ～ 8.1 6.0 ～ 8.4 6.0 ～ 8.4

２）排水中の六価クロム濃度 (mg/L) 0.20 以下 0.20 以下 0.20 以下

３）排水中の亜鉛濃度 (mg/L) 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下

⑤ 化学物質使用量の維持管理
(g/付加価値１万円)

216 定期的な確認 定期的な確認

⑥ 環境配慮型製品の拡大と

情報提供

六価クロム使用工程の

廃止と環境関連情報の

積極的な提供

環境情報の

積極的な提供と

受注拡大

六価クロメート

処理液廃棄

※1 購入電力の二酸化炭素調整後排出係数：0.372 kg-CO2/kWh（ダイヤモンドパワー 2015 年度）

※2 産業廃棄物のみ、突発的な排出は含まない

※3 工業用水のみ

※4 適用される法規制値（亜鉛は省令による暫定基準値）

  pH=5.8～8.6 ／ 六価クロム：0.5 mg/L 以下 ／ 亜鉛：5 mg/L 以下

二酸化炭素排出量、廃棄物排出量および水使用量について、基準値を 2016～2017

年度の付加価値（＝売上高－(電気料＋燃料費＋薬品購入費)）１万円あたりを原単位と

する実績とした上で、中期目標と今年度の目標を策定しました。

また水質汚濁防止法を遵守するため、排水のｐＨおよび排水中の六価クロム濃度は

法規制値、亜鉛濃度については電気めっき業における暫定基準値内を維持することと

し、これより厳しい目標値を設定しました。特に亜鉛濃度については、暫定基準値

設定期間終了に備え他業種と同等の自主規制値を目標としました。

さらに環境配慮型製品の拡大と情報提供について、本年度は「環境情報の積極的な

提供と受注拡大」を目標として掲げました。

なお、エコアクション２１（2017 年版）では化学物質使用量の削減が求められて

いますが、当社においては製品の仕様により削減が困難であるため、維持管理を目標

としています。
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環境経営計画

目標項目 取組内容 担当 期間

① 二酸化炭素

排出量の削減
1) チラーの効率的運用 製造 通年

2) 不要時の消灯および適切な冷暖房の励行 全社 通年

3) ボイラーの効率的運用および蒸気配管の点検・補修 製造 通年

② 廃棄物排出量の

削減

1) 廃棄物の分別徹底 全社 通年

2) スラッジの含水率低減 製造 通年

③ 水使用量の削減 1) 未使用水洗槽のバルブ閉 製造 通年

④ 水質汚濁防止法の

遵守

1) 排水処理各工程におけるｐＨの適切な管理 製造 通年

2) 六価クロム系排水の監視 製造 通年

3) 高濃度亜鉛排水の監視 製造 通年

⑤ 化学物質使用量の

維持管理

1) ＰＲＴＲ制度対象物質使用量の集計 総務 通年

2) 使用化学物質（薬品）の確認 総務 9月・3月

⑥ 環境配慮型製品の

拡大と情報提供

1) 公式ウェブサイトの更新と拡充 総務 5月

2) アルマイト処理品の受注拡大 総務 通年

3) 社内の情報提供環境の整備 総務 7月

環境活動の実施にあたって、2020 年度は製造および総務・検査の２部門とした

体制とし、それぞれの業務内容に応じた取組を担当しました。

社長

環境管理責任者

実施部門

製造部門 総務・検査部門

部門責任者 部門責任者

メンバー メンバー
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また、環境経営システムに関する各自の役割、責任および権限については、

次の通りです。

社長

(統括責任者)

① 環境管理責任者の任命。

② 環境管理責任者への環境活動に関する権限の委譲。

③ 環境管理活動の最終的責任を負う。

環境管理

責任者

① EMS の確立および実施、維持、社長へ実施の報告。

② 環境マニュアルの作成、管理。

③ 環境経営方針の従業員への徹底、環境経営目標の設定または確認。

④「環境経営目標および環境経営計画書 ／ 実績報告書」の実施状況の確認。

⑤ 環境に関する社内外の意見、および外部からの苦情があった場合の検討。

⑥ 是正、予防処置（苦情含む）の社長への報告。

⑦「環境関連法規一覧」の作成、または確認、見直し管理。

⑧「教育訓練計画 ／ 実施記録」の作成。

⑨ EMS に関して外部（審査機関含む）との調整。

実施部門 ① 環境経営方針を充分に理解した上での環境活動の実施。

② 環境経営計画の実施。
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実績・取組結果および評価

【取組への評価】良くできた：◎ ／ できた：○ ／ さらに取り組みが必要：△

① 二酸化炭素排出量の削減

実績・取組結果 評価

※ 原単位：付加価値 1 万円あたり

※ 購入電力の二酸化炭素調整後排出係数：0.372 kg-CO2/kWh（ダイヤモンドパワー 2015 年度）

原単位

基準値比

-14.9%

目標未達

[電力由来]

原単位

基準値比

-0.5%

[燃料由来]

原単位

基準値比

-26.6%

1) チラーの効率的運用 ◎

2) 不要時の消灯および適切な冷暖房の励行 ○

3) ボイラーの効率的運用および蒸気配管の点検・補修 ○

今年度はコロナ禍により受注内容に急激な変化がみられました。受注減に加えて

短納期の製品割合が増加したことで平準化が難しくなり、結果として生産効率が大幅

に低下。二酸化炭素排出量については、基準値比としてわずか 0.1％ではありますが

目標未達となる結果となりました。

環境活動計画の活動内容に従って取組を実施しましたが、上記のような生産状況、

さらには感染防止対策を実施する必要があったことから、チラーおよびボイラーの

効率的な運用は前年度に比べ難しくなり、さらに冷暖房の抑制については換気対策も

あり大変困難な状況でした。

2017 2018 2019 2020

実績 総量 483,458 406,043 379,377 348,445

電力由来 総量 211,594 197,671 218,527 182,638

燃料由来 総量 271,864 208,372 160,850 165,807

2020目標 原単位 38.4 38.4 38.4 38.4

実績 原単位 46.4 40.5 31.9 38.4

電力由来 原単位 20.3 19.8 18.3 29.9

燃料由来 原単位 26.1 20.9 13.5 23.9

0

200,000

400,000

600,000

0

20

40

60

CO2排出量

(kg-CO2)

総量/原単位

年度
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② 廃棄物排出量の削減

実績・取組結果 評価

※ 総量・原単位とも、産業廃棄物のみ

※ 原単位：付加価値 1 万円あたり、突発的な排出は含まない

原単位

基準値比

-9.3%

目標達成

1) 廃棄物の分別徹底 ◎

2) スラッジの含水率低減 ◎

原単位で目標達成、さらには総量としても削減となりましたが、生産量の影響が

大きく出る結果となりました。活動内容については、２項目いずれも積極的に取り

組むことができました。

③ 水使用量の削減

実績・取組結果 評価

※ 原単位：付加価値 1 万円あたり、工業用水のみ

原単位

基準値比

-0.6%

目標未達

1) 未使用水洗槽のバルブ閉 ○

総量について過去３年より削減されていますが、生産量減少に伴うものです。

これ以上に生産効率低下による影響が大きく、原単位による目標値については

未達となりました。

2017 2018 2019 2020

実績 総量 22,569 39,617 26,720 17,840

2020目標 原単位 2.02 2.02 2.02 2.02

実績 原単位 2.08 2.05 1.89 1.85

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

1

2

3

4

廃棄物

排出量

(kg)

総量/原単位

年度

2017 2018 2019 2020

実績 総量 33,126 30,988 35,654 28,390

2019目標 原単位 3.12 3.12 3.12 3.12

実績 原単位 3.18 3.09 2.99 3.13

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

1

2

3

4

水使用量

(ｍ3)

総量/原単位

年度
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④ 水質汚濁防止法の遵守

実績・取組結果 評価

最大値 7.8

最小値 6.5

目標達成

最大値

0.02 mg/L

目標達成

最大値

1.8 mg/L

目標達成

1) 排水処理各工程におけるｐＨの適切な管理 ◎

2) 六価クロム系排水の監視 ◎

3) 高濃度亜鉛排水の監視 ◎

2017 2018 2019 2020

法規制 上限値 8.6 8.6 8.6 8.6

2020目標 上限値 8.4 8.4 8.4 8.4

2020目標 下限値 6.0 6.0 6.0 6.0

法規制 下限値 5.8 5.8 5.8 5.8

実績 最大値 8.1 8.4 7.1 7.8

実績 最小値 6.6 6.6 6.1 6.5

5

6

7

8

9

年度

排水のｐＨ

2017 2018 2019 2020

法規制値 0.5 0.5 0.5 0.5

2020目標 0.20 0.20 0.20 0.20

実績 最大値 0.20 0.14 0.02 0.02

0.0

0.2

0.4

0.6

年度

排水中の

六価クロム

濃度

(mg/L)

2017 2018 2019 2020

暫定基準値 5 5 5 5

2020目標 2 2 2 2

実績 最大値 1.7 2.6 2.5 1.8

0

2

4

6

年度

排水中の

亜鉛濃度

(mg/L)
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亜鉛濃度について前年度および前々年度は目標未達でしたが、今年度は年度内に

渡って目標を達成することができました。

⑤ 化学物質使用量の維持管理

実績・取組結果 評価

※ 原単位：付加価値 1 万円あたり

目標達成

1) ＰＲＴＲ制度対象物質使用量の集計 ◎

2) 使用化学物質（薬品）の確認 ◎

化学物質使用量について総量は前年度に引き続き低下しましたが、生産効率低下が

影響し、原単位においては増加に転じました。

⑥ 環境配慮型製品の拡大と情報提供

実績・取組結果 評価

公式ウェブサイト更新 ／ 社内ネットワーク整備

ウェブフォームからの見積・サンプル品依頼有り
目標達成

1) 公式ウェブサイトの更新と拡充 ◎

2) アルマイト処理品の受注拡大 ○

3) 社内の情報提供環境の整備 ○

公式ウェブサイトについては、スマートフォン対応を含めた更新を実施。更新後、

サイト上のウェブフォームより見積やサンプル依頼を頂きましたが、いずれも条件が

合わず、受注獲得には至りませんでした。

また、電話設備更新に合わせて社内ネットワークの整備を実施。構内 LAN 回線に

PC やタブレット端末、スマートフォンを接続することで、環境関連を含む社内情報

や生産スケジュールの共有が行えるようになりました。

2017 2018 2019 2020

実績 総量 2,316 1,097 896 854

実績 原単位 222 109 75 94

0

1,000

2,000

3,000

0

100

200

300

化学物質

使用量

総量 (kg)/

原単位 (g)

年度
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環境経営計画外の環境に関わる活動

緊急時対応訓練

薬品運搬中に漏洩が発生した場合を想定した訓練を行いました。

環境配慮型製品の生産

三価クロム化成処理（三価クロメート処理）品

亜鉛めっき製品については従来六価クロムによるクロメート処理を行ってきまし

たが、製品中に微量ながら発がん性物質である六価クロムを含有していることから、

2006 年に主要製品について三価クロム化成処理（三価クロメート処理）への切り

替えを実施しました。2019 年 7 月以降については、全ての亜鉛めっき製品を三価

クロム化成処理品として生産しています。

硬質アルマイト処理品

2008 年より、従来の鉄製品より軽い自動車ブレーキ向けアルミニウム製ピストン

への硬質アルマイト処理品を積極的に生産しています。自動車の重量減に貢献して

おり、二酸化炭素排出量の削減につながっています。

処理工程内でのシアン・有機溶剤不使用

弊社の処理工程においては、シアン含有液および有機溶剤は使用していません。

工場構内の環境整備

当社の工場付近は湧水が豊富であり、構内には水路が通過しています。随時構内の

緑化と、余剰となった工業用水（湧水）を生かした水場の整備に取り組んでいます。
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次年度の取組内容

目標項目 取組内容 担当 期間

① 二酸化炭素

排出量の削減
1) チラーの効率的運用 製造 通年

2) 不要時の消灯および適切な冷暖房の励行 全社 通年

3) ボイラーの効率的運用および蒸気配管の点検・補修 製造 通年

② 廃棄物排出量の

削減

1) 廃棄物の分別徹底 全社 通年

2) スラッジの含水率低減 製造 通年

③ 水使用量の削減 1) 未使用水洗槽のバルブ閉 製造 通年

④ 水質汚濁防止法の

遵守

1) 排水処理各工程におけるｐＨの適切な管理 製造 通年

2) 六価クロム系排水の監視 製造 通年

3) 高濃度亜鉛排水の監視 製造 通年

⑤ 化学物質使用量の

維持管理

1) ＰＲＴＲ制度対象物質使用量の集計 総務 通年

2) 使用化学物質（薬品）の確認 総務 9月・3月

⑥ 環境配慮型製品の

拡大と情報提供

1) アルマイト処理品の受注拡大 総務 通年

2) 公式ウェブサイトの更新 総務 5 月・8月

本年度に引き続き、次年度はチラーおよびボイラーについて効率的な運用、さらに

不要時の消灯と適切な冷暖房を励行することで、二酸化炭素排出量の削減に取り組み

ます。

また、廃棄物についても分別の徹底と減量化をはかり、環境負荷の低減に努めます。

さらに、環境配慮型製品であるアルマイト処理品の受注拡大をはかることとし、

これらの情報提供の一環として公式ウェブサイトの更新に取り組むことします。
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環境関連法規制等の遵守状況の確認および評価

当社の企業活動に伴い遵守すべき環境関連法規制およびその遵守状況は、以下の

一覧の通りです。

なお、当社では化学物質排出把握管理促進法（ＰＲＴＲ法）の対象化学物質を取り

扱っていますが、常時使用する従業員数が２０人以下のため、対象事業者には該当し

ません。

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（公害防止組織整備法）

第二条 第二号該当（汚水等排出施設）

対象施設：アルマイトライン、亜鉛めっきライン、

     ニッケルめっきライン（稼働停止、薬液保管中）、排水処理施設

管理部門：総務

該当する条項 対応事項 遵守状況

第四条

（公害防止管理者の選任）

有資格者からの公害防止管理者の選任 問題なし

公害防止管理者の届け出（県知事） 問題なし

第六条

（代理者の選任）

有資格者からの公害防止管理代理者の選任 問題なし

公害防止管理代理者の届け出（県知事） 問題なし

※ 第三条に定めのある公害防止統括者については、

当社は常時使用する従業員数が２０人以下のため、選任は不要です。

水質汚濁防止法

第二条 第二項 第二号該当（特定工場：電気めっき施設）

対象施設：アルマイトライン、亜鉛めっきライン、

     ニッケルめっきライン（稼働停止、設備保管中）、排水処理施設

管理部門：総務

該当する条項 対応事項 遵守状況

第五条

（特定施設等の設置の届出）
特定施設の構造等の届け出（県知事） 問題なし

第七条

（特定施設等の構造等の変更の届出）
構造等の変更事項の届け出（県知事） 問題なし

第九条

（実施の制限）

設置又は構造等の変更の届け出後、

６０日以内の設置又は変更の禁止

（ただし、県知事の認定による期間短縮措置あり）

問題なし
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該当する条項 対応事項 遵守状況

第十条

（氏名の変更等の届出）
名称等の変更事項の届け出（県知事） 問題なし

第十二条

（排出水の排出の制限）

排水基準に適合しない排出水の

排出禁止
問題なし

第十二条の三

（特定地下浸透水の浸透の制限）
特定地下浸透水の浸透禁止 問題なし

第十二条の四

（有害物質使用特定施設等に係る

構造基準等の遵守義務）

有害物質使用特定施設の構造、設備

及び使用の方法に関する基準の遵守
問題なし

第十四条

（排出水の汚染状態の測定等）

排出水の汚染状態の測定、

結果の記録、保存
問題なし

適切な排水口の位置及び排出方法の実施 問題なし

有害物質使用特定施設の定期点検、

結果の記録、保存
問題なし

第十四条の四

（事業者の責務）

汚水又は廃液の公共用水域への排出

又は地下への浸透の状況の把握
問題なし

汚水又は廃液による公共用水域又は地下水の

水質の汚濁の防止のため必要な措置の実施
問題なし

毒物及び劇物取締法

第二十二条 第一項該当（業務上取扱者）

対象施設：毒物劇物貯蔵倉庫

管理部門：総務

該当する条項 対応事項 遵守状況

第二十二条

（業務上取扱者の届出等）

使用する毒物劇物等の届け出（県知事） 問題なし

変更事項の届け出（県知事） 問題なし

第二十二条第四項

（毒物劇物取扱責任者）

毒物劇物取扱責任者の配置 問題なし

毒物劇物取扱責任者の届け出（県知事） 問題なし

（毒物又は劇物の取扱）

毒物劇物の盗難及び紛失の防止 問題なし

毒物劇物の漏えい及び地下浸透の防止 問題なし

毒物劇物への飲料用容器の使用禁止 問題なし

（毒物又は劇物の表示）
容器への毒物劇物の表示 問題なし

貯蔵場所への毒物劇物の表示 問題なし
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消防法

第三章 危険物 該当（地下タンク貯蔵所）

対象施設：地下タンク（Ａ重油）

管理部門：総務

該当する条項 対応事項 遵守状況

第十条

指定数量以上の危険物の

貯蔵所以外での貯蔵又は

貯蔵所及び取扱所以外での取扱禁止

問題なし

危険物の貯蔵

又は取扱における技術基準への準拠
問題なし

第十一条

貯蔵所及び取扱所設置（変更）

許可の申請（消防組合長）
問題なし

貯蔵所及び取扱所の設置（変更）

完了時の完成検査の申請

及び技術基準への適合認定

問題なし

第十一条の二
貯蔵タンクの完成検査前検査の受審

及び技術基準への適合認定
問題なし

第十二条
貯蔵所及び取扱所の技術基準への

適合維持
問題なし

第十三条
危険物取扱者以外の者だけの

危険物取扱禁止
問題なし

第十三条の二十三 危険物取扱者の保安講習受講 問題なし

第十四条の三の二 貯蔵所の定期点検及び結果の記録、保存 問題なし

危険物規制令第十三条
地下タンク貯蔵所の標識

及び掲示板の設置
問題なし

危険物規制令第二十条 消火設備の設置（小型消火器２個以上） 問題なし

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）

対象施設：廃棄物置場

管理部門：総務

該当する条項 対応事項 遵守状況

第十二条

（事業者の処理）

産業廃棄物保管基準の遵守 問題なし

登録された産業廃棄物運搬業者

及び処分業者への委託の遵守
問題なし

産業廃棄物の運搬又は処分の委託基準

（許可内容、許可期限含む）の確認
問題なし

産業廃棄物の運搬

又は処分委託時の処理状況の確認
問題なし
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該当する条項 対応事項 遵守状況

第十二条の二

（事業者の

特別管理産業廃棄物に係る処理）

特別管理産業廃棄物保管基準の遵守 問題なし

登録された特別産業廃棄物運搬業者

及び処分業者への委託の遵守
問題なし

特別産業廃棄物の運搬又は処分の委託

基準（許可内容、許可期限含む）の確認
問題なし

特別産業廃棄物の運搬

又は処分委託時の処理状況の確認
問題なし

有資格者からの特別管理産業廃棄物管理責任者の配置 問題なし

第十二条の三

（産業廃棄物管理票）

産業廃棄物管理票の交付 問題なし

産業廃棄物管理票の保存 問題なし

産業廃棄物管理票の写しの確認および保存 問題なし

産業廃棄物管理票交付等状況報告書の

作成および提出（県知事）
問題なし

産業廃棄物管理票の写しの

未到着時等の適切な対応
問題なし

施行規則第八条

（産業廃棄物保管基準）

周囲への囲い及び掲示板が設置された

場所への保管
問題なし

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

第一種特定製品（冷凍機器）設置

対象施設：アルマイトライン

管理部門：総務

該当する条項 対応事項 遵守状況

第十六条

（管理者判断基準の遵守）

適切な場所への設置・

設置する環境の維持保全の実施
問題なし

日常の簡易点検および専門知識を

有する者による定期点検の実施
問題なし

日常の簡易点検および専門知識を

有する者による定期点検の実施
問題なし

点検・修理、冷媒の充塡・回収等の

履歴の記録および保存
問題なし

整備業者等の求めによる記録の開示 問題なし

第八十六条 冷媒フロン類のみだり放出禁止 問題なし

いずれの法規についても、遵守状況に問題ありません。また関係当局からの違反の

指摘や、利害関係者からの訴訟などもありませんでした。
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代表者による全体の評価と見直し・指示

年１回、代表者による環境活動の実施状況の確認と見直しを行っています。今年度

の評価および見直し・指示内容は、以下の通りです。

環境経営方針

環境経営方針として改定してから３年が経過するところである。具体的取り組み

内容が推進されており、このまま継続する。

環境経営目標および環境経営計画

環境経営目標について、受注内容の急激な変化により生産効率が大幅に低下し、

一部目標未達となる結果となった。現時点での動向を踏まえ、目標は適宜見直すこと。

また原単位の運用について、さらに良い集計方法がないか模索していくこと。

電力・燃料・水 等の効率的な運用を主とした活動内容については、生産状況や

換気を考慮した上で、できる範囲での取り組みを引き続き実施していくこと。

実施体制・その他

実施体制を変更したが、問題なく活動できていることからこのまま継続すること。

排水中の亜鉛濃度の暫定基準適用が本年 12 月 10 日までとなっていることから、

適用延長有無について関係先からの情報を逃さないようにすること。

総括

取り組みが結果として表れにくい状況ではあるが、改めて各々の活動内容について

意識して取り組みを進めていくこと。
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